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１．はじめに 

国土交通省では，ＩＣＴを建設施工に活用して

高い生産性と施工品質を確保する情報化施工につ

いて，「情報化施工推進戦略（2008.7）」１）を策定

してその普及促進に取り組んでいる。情報化施工

推進戦略では，普及に向けた課題と対応方針が示

されており，その中で情報化施工に適した条件（工

事規模）の検討があげられている。 

本稿では，情報化施工に要するコストを試算し，

工事規模について検討を行った結果を報告する。 

 

２．検討方法 

2.1 検討対象技術 

表-1 に対象技術と適用工種を示す。これらの技

術は，既に技術的に確立されており，国土交通省

が H21 年度の試験施工で普及促進を進めている技

術である。 

 
表-1 情報化施工技術と適用工種 

情報化施工技術 適用工種 

① ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞを用いたﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ 

② TS･GNSS による締固め（回数）管理 

河川土工(盛土) 

道路土工(盛土) 

③ ﾊﾞｯｸﾎｳを用いたﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 
河川土工(切土法面整形)

道路土工(切土法面整形)

④ ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞを用いたﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ 舗装工(路盤整形) 

 

2.2 工事価格の試算方法 

 試算は，「国土交通省 土木工事積算基準 平成

21 年度版」に示す積算手法に従って算出した。図

-1 に積算体系を示す。 

 
図-1 積算基準と ICT 導入効果適用箇所 

 

2.3 試算条件 

(1)直接工事費の試算 

直接工事費は施工単価と数量の積で算出される。

施工単価では，a)作業能力の向上に伴う重機の稼

働時間短縮，b)補助作業員の削減の他に，c)情報

化施工に必要なＩＣＴ機器の日々の点検・調整に

要するＩＣＴ技師の労務費の増加，d)ＩＣＴ機器

の損料（以下，「ＩＣＴ損料」という）を考慮する

ことが必要である。 

a)，b)を考慮するため，対象技術を適用作業に

利用した場合の適用効果を表-2 にまとめた。表-2

は，H21 年までに国土交通省が実施した試験施工結

果を基に，試算に利用可能な施工能力向上および
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□：ICT導入時に変化する積算項目

 

表-2 各技術の適用工種と適用効果 

工 種 
情報化施工 

対象技術 

測位 

方式 
導入効果の項目 効果の理由（要因） 

効果 

の程度

施工能力向上（工期短縮） 施工目標高さへの自動制御（ｵﾍﾟﾚｰﾀ支援）による作業の迅速化 1.35倍

普通作業員削減 補助労務（施工途中の検測作業）の削減 軽微 
土の

敷均

し 

ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ 
(ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ) 

RTK 
-GNSS 

丁張りの削減 施工目標高さへの自動制御（ｵﾍﾟﾚｰﾀ支援）による丁張りの省略 軽微 

品質（密度）管理省略 所定の締固め回数の自動記録に伴う密度管理省略 削除 土の

締固

め 

締固め回数

管理 
(ﾀｲﾔﾛｰﾗ) 

RTK 
-GNSS 施工能力向上（工期短縮） ｵﾍﾟによる作業中の締固め回数確認の負担軽減による作業効率の向上 軽微 

施工能力向上（工期短縮） 施工目標位置への誘導（ｵﾍﾟﾚｰﾀ支援）による作業の迅速化 1.1倍

普通作業員削減 補助労務（施工途中の検測作業）の削減 軽微 

 

土 

工 

法面

整形 
ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 
（ﾊﾞｯｸﾎｳ） 

RTK 
-GNSS 

丁張りの削減 施工目標位置への誘導（ｵﾍﾟﾚｰﾀ支援）による丁張りの省略 軽微 

施工能力向上（工期短縮） 施工目標高さへ自動制御（ｵﾍﾟﾚｰﾀ支援）による作業の迅速化 1.5倍

普通作業員削減 施工目標高さ確認のための補助労務の削減 半減 
舗

装

工 

路盤

整形 
ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ 

(ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ) 
自 動 追

尾 TS 
丁張りの削減 施工目標高さへの自動制御（ｵﾍﾟﾚｰﾀ支援）による丁張りの省略 軽微 



人力作業の削減値を抽出したものである。 

ただし，表-2 の導入効果で「軽微」とした項目

については，従来手法に比べてコスト面での削減

が期待できるが現時点では定量的な効果として明

確化されていないことから，本試算では考慮しな

いこととした。 

また，盛土工においては，従来施工，情報化施

工ともに流用土を想定し，材料費は計上しない。

路盤整形工においては，従来施工，情報化施工と

もに再生粒調砕石(RM40～0, t=0.15)を想定する。

とする。 

 

(2)間接工事費の試算 

 実際の工事では，複数の工種が組合されている

が，本試算においては当該技術を利用した工種の

みを対象とした間接工事費，工事価格の試算を行

うこととした。 

1)共通仮設費 

ＩＣＴ機器が標準的な手法でない現状において，

ＩＣＴ機器の導入までの準備費・運用までの試運

転・調整・データ作成費用に要する人件費（以下，

「ＩＣＴ運用支援費」という）を共通仮設費とし

て計上する（図-2 参照）。ただし，１工事につき１

回とする。 

2)現場管理費 

本稿では，施工能力の向上により施工日数の短縮

が実現できると仮定し，それに伴う現場管理費の

縮減効果を計上する（図-2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 間接工事費の増減イメージ 

 

2.4 直轄工事における適用可能な施工規模 

平成19年度に国土交通省の直轄工事で発注され

た工事を対象に，表-1 の適用工種の発注規模（数

量）と発注件数を整理し，前述の工事価格の試算

結果を重ねることでコスト面からみた情報化施工

の導入に適した施工規模について検討を行った。 

 

３．試算結果 

3.1 直接工事費の試算結果 

 図-3 は，直接工事費の根拠となる施工単価の試

算結果を示したものである。 

①ブルドーザを用いたマシンコントロール 

 施工能力向上により，ブルドーザの運転時間短

縮が可能だが，ＩＣＴ損料の増加に起因して施工

単価が従来施工の 1.1 倍となっている。 

②TS･GNSS による締固め管理 

 締固め管理技術では，施工能力に変化はない。

したがって，ＩＣＴ損料の増加分が施工単価を押

し上げている。ただし，盛土の品質管理作業であ

る密度測定作業の省力化（積算上は共通仮設費に

含まれる）が期待できることを考慮すると，従来

施工とほぼ同等の施工単価となる。 

③バックホウを用いたマシンガイダンス 

 施工能力が少し向上するが，ＩＣＴ損料の増加

分がほぼ施工単価の増加分となっている。 

④モータグレーダを用いたマシンコントロール 

検測作業の大幅な省力化による施工能力の向上，

検測作業を行う普通作業員の削減が可能となり，

現状のＩＣＴ損料を加算しても従来工法のおよそ

0.9 倍の施工単価となった。 

 

3.2 間接工事費の試算結果 

 図-4 は，情報化施工導入時の間接工事費の試算

結果から，ＩＣＴ導入による増減項目を抽出し比

較したものである。図中の一点鎖線はＩＣＴ運用

支援費の増額分，破線は工期短縮による現場管理

費の縮減分あるいは盛土の密度管理作業の省力化

による共通仮設費の縮減分を示し，太線はこれら

の合計値を示したものである。 
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①ブルドーザを用いたマシンコントロール
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図-4 ＩＣＴ導入時の間接工事費の変化 

 

①ブルドーザを用いたマシンコントロール 

 35,000m3 以下ではＩＣＴ機器の導入準備に要す

るＩＣＴ運用支援費の増加により，間接工事費が

従来施工を上回る。35,000m3 以上では工期短縮効

果により，従来施工よりコスト面で有利となる。 

②TS･GNSS による締固め管理 

 30,000m3 以下ではＩＣＴ機器の導入準備に要す

るＩＣＴ運用支援費の増加により，間接工事費が

従来施工を上回る。30,000m3 以上では密度管理作

業の省力化（共通仮設費の低減）により，従来施

工よりコスト面で有利となる。 

③バックホウを用いたマシンガイダンス 

 18,000m2 以下ではＩＣＴ機器の導入準備に要す

るＩＣＴ運用支援費の増加により，間接工事費が

従来施工を上回る。18,000m2 以上では工期短縮効

果により，従来施工よりコスト面で有利となる。 

④モータグレーダを用いたマシンコントロール 

27,500m2 以下ではＩＣＴ機器の導入準備に要す

るＩＣＴ運用支援費の増加により，間接工事費が

従来施工を上回る。27,500m2 以上では工期短縮効

果により，従来施工よりコスト面で有利となる。 

以上のように，従来施工に対する間接工事費の

増減に着目すると，本試算の対象技術は全て，一

定の施工規模以上の場合にコスト面で有利となる。 

 

3.3 工事価格と施工規模の試算結果 

図-5 は，前述の直接工事費（施工単価）および

間接工事費の試算結果を踏まえ，工事価格の算出

を行ったものである。図中の実線は従来施工にお

ける概算工事価格，１点鎖線は現状のＩＣＴ損料

における情報化施工導入時の工事価格を示してい

る。また，図中の破線は，情報化施工で，今後，

ＩＣＴ損料が低下およびＩＣＴ運用支援費が削減

（技術の普及により機器の準備やデータ作成手間

が省力化）された場合の工事価格を示している。 

図中の棒グラフは，平成 19 年度国土交通省直轄

事業における発注工事について，１工事当たりの

施工規模別の発注件数を示している。さらに，図

中の矢印は，コスト面で有利となる施工規模の境

界とコスト面で有利となる工事件数が占める割合

を示している。 

①ブルドーザを用いたマシンコントロール 

 工事価格では，50,000m3以上で従来施工の約 1.1

倍となる。工事価格では直接工事費の占める割合

が大きく，直接工事費を押し上げているＩＣＴ損

料の増加が影響していると考えられる。 

 図中の破線は，ＩＣＴ損料が従来比の 70%，機器

の普及によりＩＣＴ運用支援費が従来比の 50%（情

報化施工技術の普及が進み，一般的な技術となる

ことで，データ作成や調整などの準備が効率化す

ると想定）となった場合の試算結果である。この

時，40,000m3 以上で従来施工よりコスト面で有利

となり，その施工規模は全体の１割である。 

②ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め管理 

 工事価格では 50,000m3以上で従来施工の約 1.1

倍程度となる。工事価格では直接工事費の占める

割合が大きく，直接工事費を押し上げているＩＣ

Ｔ損料の増加が影響していると考えられる。 

 図中の破線は，ＩＣＴ損料が従来比の 50%，機器

の普及によりＩＣＴ運用支援費が従来比の 50%（情

報化施工技術の普及が進み，一般的な技術となる

ことで，データ作成や調整などの準備が効率化す

ると想定）となった場合の試算結果である。この

時，70,000m3 以上で従来施工よりコスト面で有利

となり，その施工規模は，全体の 0.5 割となる。 

③バックホウを用いたマシンガイダンス 

工事価格では，従来施工の 1.4 倍程度となる。

工事価格では，直接工事費の占める割合が大きく，

縮減分



直接工事費を押し上げているＩＣＴ損料の増加が

影響していると考えられる。 

図中の破線は，ＩＣＴ損料が従来比の 70%，機器

の普及によりＩＣＴ運用支援費が従来比の 50%（情

報化施工技術の普及が進み，一般的な技術となる

ことで，データ作成や調整などの準備が効率化す

ると想定）となった場合の試算結果である。図よ

り，従来手法に比べて以前 1.2 倍以上となる。バ

ックホウを用いたガイダンス技術では，より安価

な２Ｄシステムの利用など，更なるＩＣＴ損料の

低下が必要である。 

④モータグレーダを用いたマシンコントロール 

工事価格では，12,500m2 以上で従来施工よりコ

スト面で有利となる。図より，現状，本技術を導

入し，コスト面で効果が得られる工事は，全体の

約 1 割である。ここで，路盤整形工の規模は下層

路盤および上層路盤の数量を加算した値とした。 

図中の破線は，ＩＣＴ損料が従来比の 70%，機器

の普及によりＩＣＴ運用支援費が従来比の 50%（情

報化施工技術の普及が進み，一般的な技術となる

ことで，データ作成や調整などの準備が効率化す

ると想定）となった場合の試算結果である。この

時，2,500m3以上で従来施工よりコスト面で有利と

なり，その施工規模は，全体の４割となる。 

 

４．おわりに 

本稿では，情報化施工の効果の一つとして施工

コストに着目し，施工単価を試算して従来工法と

の比較を行い，コスト面で有利となる施工規模に

ついて検討した結果を報告した。ただし，検討の

結果は，単一工種の施工手法に着目した局所的な

ものであり，現場毎に異なる施工条件や施工形態

を考慮していない。 

検討の結果，情報化施工技術の一部は従来工法

に比べコスト面からも効果があることが明らかに

なった。さらに，現状ではコスト面で有利となら

ない技術も，今後，ＩＣＴ機器のコストダウンと

技術の一般化が進むことで，コスト面で有利とな

る工事規模が広がることも明らかとなった。 

情報化施工推進戦略には，本稿で対象としたコ

スト面から効果が得られる工事規模の検討以外に

も多くの課題があげられている。今後，こうした

課題にも積極的に取り組んで参りたい。 
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図-5 施工規模と工事価格の試算結果 

④モータグレーダを用いたマシンコントロール
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